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経 済論叢(京 都 大 学)第154巻 第5号,1994年11月

日本型経 営 システ ムの形成

吉 田 和 男

1は じ め に

日本 型経 営 システムの形成が,日 本経 済の歴 史に強 く依 存 してい るこ とは間

違 いが ない ことで ある。 日本型経営 システムを理解 す るため に,そ の歴史 的な

形成過程 を検討 す るの には重要で あ るのは言 うまで もない。ただ,そ の形成過

程 につ いての分析 は,山 の よ うにあ り,歴 史上の どの時代 に日本型経営 システ

ムが形成 されたか について は議論 の多い ところで あ る。

日本型経営 システムが伝 統 的な 日本人 の国民性 に起源が あ ると して,江 戸時

代 の経営 システ ムにすで にみ られ ていた とい う論者 がい る。また,日 本 のいわ

ゆる近代化,資 本主義化過程で形成 され て きた とい うの も一般 的 に議論 されて

きた。 さ らに,戦 争 中 の形成 過程 で あ る とい うの も最近 流行 の議 論 であ る。

もつζ考 えれば,日 本型経営 システムは戦後 の アメ リカの 占領 による改革 とそ

の後 の混乱 か らの収拾 によ って形成 され た との議論 も有 力であ る。 さ らに,高

度経済成長 期の 日本経 済が作 った との考 え方 もあ る。筆 者 はその立 場で あ る。

しか し,歴 史的 にみて,ど の部分 が 日本型経営 システ ムの形成 に影響 を与 え

てい るか とい う.議論はあ ま り重要 な ものではない。 日本型 経営 システ ムの メカ

ニズ ムを解 明 して い く時 に,そ の特徴 を理解 す る方 法 としてその形 成過程 を考

える ことが 重要 なのであ る。す なわ ち,日 本 型経営 システ ムの本質 を理解す る

ためには,い か にそれが時代 の流れ によ って形成 されて きたか を理 解す る こと

が必要 であ る。そ こで,こ れ,まで議論 されて きた 日本型経 営 シス テムの形成過

程 を振 り返 りなが ら,日 本型経営 システムの特徴 を とらえ ることは,理 論 的な
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分析を行 う輪 として重要である・そ・で田 本型融 ・ステムの形成に関す

る議 論 を簡単 に スケ ッチす る こととした い。

11江 戸時 代にお ける日本型経営 システ ムの萌芽

躰 型経 営 。。テムの一部 は江 戸時 代力・ら伝統 と見 る・ とは多 くの研 究が

あ る.,。 。年 間 もの長 期 にわた る鎖国蕨 力控 本 ・独特 の繍 システム を升多

成す る。 ととな。て も何 の不 勝 もない・細 の 日本人の精神 に大 きな影響 を

与 えて いる文化 の形 成 に と・て最 も顛 な時期で あ ・た こ と胴 違いが ない・

また,労 働 の鋤 が+分 で な く,い わゆ る封建社 会 によ・て形成 され た分散

的 な社 会。。テムは 躰 型経 営 ・・テ・}・大 きな役割 課 た した として も当然

で あ る.尾 高(1984)は,江 戸 時代 ・形 成 甑 鷹 の基礎 に はこの よ うな 「ム

,」 の論理が あ り,・ の齢 共同体的 な人間管理の ・・テムが 躰 社 会の繍

の作 り方 の基本 とな 。た とす る.そ の鰍 として・①全 人格 的・生涯的 な所 風

②全体 に対す る没締 身の翻,③ しつ ・ナ緬 と年功 による地位 の序列 ・④ 人

の和 と融 協 力,⑤ 轍 蟻 蝋 理 と参画 的経営 ・⑥全生 活面 に及ぶ恩情蟻

的配慮 を指 摘す る。 これ らは,① は終身雇用な ど会社 への全 人格的帰属 に相 当

し,② は会社 への全面的醐 で あ り,③ は・JTで あ ・て・年功序A賃 金で あ

る.④ は労使騨 鰯 調 に よる労駅 あ り,⑤ 賜 賭 の経営へ の参加 であ ・

て,⑥ は会社 の生 活保証,温 情 主義 的な対応 を意味 してい よ う。今 日の 日本型

経営 システムの特 徴 と一致 してい る。

。れ に対 して,村 上 ・公文 ・佐 藤(1979)は 「イエ」社会 を主張す る・ 「イ

エ」麟 倉時代 に形成 された概 念で 注 活 を共 同 にす る経営 体であ ・た・ この

集団は①超血縁性,② 籍 性 ③機能的階統制,④ 自立性を鰍 とする・ この

「イエ」が 日本 的 ・・テ ・を形成 す る原理で あ り識 後 は 「国家 や 家が 帰属 な

い し_体 視 の対象 とな らな くな 。た あ と1・残 ・た ほ とん ど唯一 の満足すべ き間

柄 は企業 な どの 職場 で あ。た」 とし,.日 本型経 営 シ・テ ムはそ の新 しい 「イ

エ」 として鋤 られ た ことを示す.植 村(198・)は 「家族議 は,ム ラ的関係.
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に発 す る集団主義が ム ラ以外 の集 団に適用 されてい く場合 の促進 要因で あ り,

補強要 因で もあったわ けで あ る」 と,ム ラ的関係 を基礎 と して,イ エ的関係 に

よって補 強された集団主義 を主張す る。 このイエ ・ム ラ論争 は岩 田(1984)に

よ って 日本型経営 シス テムは 「ムラ」で ある との立場で,整 理 されて い る。 い

ずれ にせ よ 「イエ」や 「ムラ」 の概 念は この江戸時代以前 に形成 されてい る。

また,筆 者が江戸時代 に形成 された社 会 システムの作 り方 として注 目 して い

るの は桜 井(1962),吉 田(1994)に 示 され る 「講」であ る。 「講」 は中国や 韓

国な どにみ られ る組織 であ るが.そ れ らが血縁,地 縁 などを通 じた強い結合 力

を持 つ もので あるが,日 本の 「講」 はいわゆ る寄 り合いであ り,大 き く異 な る。

日本 型経営 シスデムの集 団 と しての性 質は,地 域 の行 政,宗 教,経 済 な どの さ

まざまな 目的 を達成す るために江戸 時代 に形成 された 「講」 に現 れて い る.。

さ らに,こ の時期 には石 田梅岩 に代表 され る道徳 と しての商人道 が形成 され

る。 石 田(1773)は 「売利 を得 るは商人の道 な り」 と して,「 商 人の売利 は士

の禄 に 同 じ」 とす る。す なわち,商 人は商売で儲 けることは正 当 な行動で あ る

こ とを強調 す る。 そ して,石 門心学 は勤勉 を善 と し,怠 惰 を悪 と した。 そ して

倹約 の論理 を説 くことなになる。彼 は神 を拝 み,祖 先 を崇拝 し,親 を大事 にせ

よと言 う道 徳か ら始め,嘘,博 打,殺 生,不 礼 を しない よ う男女 の別 を守れ ,

等々今 日日本 人が持 ってい る道徳原則 を説 く。 そ して,従 順,清 潔,不 妬,倹

約,恭 謹,勤 労 とい った商 人の徳 を説 く。

この思想 の普 及 はWeber(1904)に 示 され る ところの資本 主義 の精神 を育

て る ことにな る。森嶋(1984)は 儒教道 徳が資本 主義の精神 を生 んだ とす るが,

儒教 国家 にはむ しろ資 本主義 国が少 ない ことか らみ て も適 当で はない。石 門心

学の よ うに,儒 教 を基 礎 とす る もの の独 特 の町民 の思 想が資 本主 義 の基礎 と

な ったのであ ろ う。 また,こ れは梅 岩が神道や仏教 にも傾倒 していた ことか ら

も理解で きる。

これ らの環境 を背景 に,商 工業が栄 え,独 特 の システムを形成 して行 く。作

道(ユ978)(1980),宮 本(1948)な どに よって当時 の経営 システムの研究 が行
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われ てい る。農 工商 は小規模で組織的で はなか ったが,農 において は地 主 の経

営が優位 にな り,工 で も例 えば,織 物産業で は織元 を中心 に組織化 され,商 に

お いて も特権 的商人 とに発展 して行 くことにな る。 しか し,新 興商 人の出現 は

それ まで と異 な った経営 を行 う。 身分的 に武 士 ・町人は分離 はされ ていた もの

の鴻 池 ・住友 ・三井 な どの戦国武士出身 の新興 商人が力 を持つ よ うにな る。 そ

の 中か らイノベー シ ョンが生 まれ て くる。三井 は 「江戸 店持 ち京商 人」 で あ っ

た。 家祖 の高利 が没 した後,4人 の男子 は 「財産分 割は行わず,事 業上 の利益

か ら毎年定率 の配当 を受 け取 るこ とので きる分配率 のみ定め,事 業体 と資本 と

は三井 同族 の共 同財 産 とした」。 これ が三 井家 を永続 させ る ことにな る。 同時

に,フ ラ ンチ ャイズ ・チェー ンとして,多 角化 を行 う。すなわ ち,資 本 と経営

の分 離が行わ れ,各 営業店 は独立採算で,大 元方 にはf功 納 金」 を納付 した。

また,こ の ような家族的 な ものだけで な く,近 江商人 にみ られ たよ うに,配 当

だ け を受 け取 る有限責任の共 同出資 によ るもの も生 まれ る。

そ して,経 営組織 として は番頭が主 人に代 わ って店務 を代行す ることとな り,

さ らに細 かい規定が設 けられ職階が生 まれ る。か な らず しもすべて の人が これ

らの階層 を昇 進す るので はないが,年 功序列 制度,終 身雇用制度 に近 い ものが

生 まれて くる。そ して,そ こまで到達す るのは10%に 満た ない ものであ るが,

暖簾 分け制度 が設 け られ,定 年制度 とな る。 もと もと丁稚 の給 与は原則,ゼ ロ

で あ り,喰 いぶ ちを与 え られ るにす ぎない。いわゆ るフ ィリンジベ ネフ ィ ッ ト

に よる給付で あ る。す なわ ち,今 流の社宅 と給食が給与 として与 え られ る。 し

か し,盆 暮 には現金が 支給 され,今 日の ボーナ スであ る。 これ は丁稚 は,働 き

なが ら商売 を教 えて もらうとい うOJTで あ り,こ のため に,無 給 の労 働者 と

なる。

工 業の労働者 壱概ね 同様で あ る。ただ,工 業の労働者 は,OJTに よって技

術 を修得 すれば,独 立 して基本 的 に流動 的で あ り,終 身雇用 はみ られ なか った。

また,そ の技 能が重視 され る故 に,関 所 など も,フ リーパ スで あ った とい う。

山本(1988)は,商 人=丁 稚,手 代,番 頭 のホ ワイ トカラー と工 業労働者や
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季節 労働 者 のあつか いに関 して も,明 文化 された規則 ・原則=家 訓 とい った形

で示 して いた ことを明 らか に してい る。

また,彼 は,江 戸 時代 に鎖 国が可 能で あ った のは鉄,.銅 な どの生産 力 が高

か ったためで ある とし,こ れ を可能に したのが 日本型経営 システムで あ る とす

る。銅生 産の代 表格で あ った住友 の家法を示 し,日 本型経営 システ拳の規則 を

定 めてい るとす る。例 えば,営 業の者 は生産 の現場 を知 らなければ ならない,

社 員 を私 的な仕事 に使 ってはい けない,仕 事 をさせ る ときは 自分 で考 えさせ て

それ に従 って行 い うま く行かない ときには指導せ よ,仕 事上 のこ とにつ い ての

発 言 を妨 げるな,年 少 よ り勤めてい る もの を重い役 につ けるが能力 がな ければ

や む を得 ない,途 中入社 で も忠 誠心があれば差別す るな,若 い ものを大事 に し

ろ,年 少の頃か ら働 いた もので 能力 の劣 る ものには有能 な補佐役 をつ けうな ど

の経営上 の規則が あ り,「 そ の経営 的 な感覚 は,現 代 の産業資 本家 ない し経 営

者 とほ とんど変わ らない とい?て よい」 と結 んでい る。 この ように,江 戸時代

の経営 も 日本型経 営 システ ムの基本 と同様 の特徴 を有 してい ることは間違 いが

ない。

当時 の労働 力は流動 的であ り,労 働 力の調達 は基本的 に口入れ屋 を通 じて行

われ ていた。 また,労 働 者は丁稚で 商家に入 った り,徒 弟 として修 行に入 る と

して も,多 くの理 由で途 中で退職 し,残 った もの も一人前 になれ ば,独 立 して

仕事 を行 うことにな る。今 日のよ うに労働者が 同一組織 に長期 に帰属す る性質

の もので はなか った。 む しろ,山 崎(1984)(1987)の 示す ように,民 間経 済

に は個 人主義 的な要 素が強 く,い わ ゆる集団主義的 な要素 は江戸封建武士 の世

界であ った ことを考 える と,必 ず しも江戸時代の経営 システムの類似性 を以て

日本型経営 システ ムの源流 と説明す るこ とも無理があ る。

しか し,江 戸時代 の経済 システムの作 り方は現在 に引 き継 がれ,近 代 的企 業

が 発達 し,労 働者 数が拡 大す るの は明治以降であ る。
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III近 代化過程での 日本的経営

明治の急速 な産業 近代化過程で最 も大 きな問題 は,近 代的雇用 を受 け入れ る

労働 者の確保で あ った。当時の労働 は,農 工 商の 自営的 な形態が普 通であ った

ので,会 社 に雇用 され る とい う考 え もなか った。 当然 の こととして,熟 練労働

者 は少 な く,こ の確 保 のた めに,争 いが起 こらざるをえなか った。 この熟練労

働 力不足 の下で,江 戸時代 の雇用 関係か ら脱 し,近 代 的雇 用関係 を形成す るた

め に編み 出 された方法が 日本型経営 シス テムを形成 して行 く。

熟練労働 者獲 得 の競争 の一つ として,鐘 紡 の先駆 的な家族 的経営が始 ま る。

女子 工員の不足す る中,高 能率 ・高賃金 を唱 えて高い賃金を支 払 った。 この鐘

紡 の動 きに対 して は,暴 力団 まで 導入 しての事件 が起 こってい る。 また,近 代

化 を急 ぐ政府 の動 きに対 して も,企 業側か らの独 自の動 きがみ られ た。明治15

年か ら画期的 な社 会政 策 と しての工場 法 を策定す る動 きに対 して,財 界側 か ら

は大 きな反発 を生 む。 この反発 は権利義務関係 を西洋的権 利義務関係 にお くこ

とそ の ものにあ った。板橋(1990)は この工場法 の策定 の動 きを重視 す る。す

なわ ち,紡 績業者 は工 場法 に反対す るだ けで な く,同 時 に温情主義 的 な経 営 を

打 ち出す。 これ は労働者不足 の中,熟 練工 を確保す るために も必要 で あ った。

最初 は社 宅 と廉価販売 制度 であ った。そ して,共 済組 合,永 年 勤務 賜金,恩 給

制度,退 職金制度 な どを整 備 して行 き,日 本型経営 システ ムの一側面 の萌芽 と

な って行 く。

とはい う ものの,こ の当時の雇用慣 行 は今 日の もの とは大 き く異 な っていた。

江戸 時代 の雇用慣行 の延長で徒弟制度で あ り,親 方の下で仕事 をす る事 で修 行

す るのが一般 的であ り,こ れ を渡 り歩 いて腕 を磨 くことになる。 この ような雇

用慣行 は明治以降 もか な り長 く続 いていた。現在で も京都 の料理 人社 会で は引

き継が れてい る といわれ る。従 って,OJTで 教育 され る とい う点 は 日本型経

営 システム と同様であ るが,労 働 力の移動は 自由であ り,準 固定投 入で あ る と

い う今 日の特 徴 ぽ見 られなか った。
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この 関係 は工場 内め管理 にまでおよんでいた。尾高(1984)に よ ると,近 代

工場で の雇用 関係 で も,工 場経 営者 は 「小 頭」 「組 長 」な どの親方 に労働 者 の

管理 を委任 していた。 これ は実際の雇入 れ,作 業管理,配 属 ・昇進,賃 金算定

な ど広 範囲 におよんで いた。 これ に対 して企業 は,近 代的企業 を形成 して行 く

ため に,自 ら直接雇入 れ,組 織 化 して行 くことになる。 いわ ゆ る近代 化過程で

導 入 を図 ろ うとす る欧米 的な要素 と日本 の伝統 的な要 素の葛 藤で あ ったか も知

れ ない。 日本型経営 システムにおける現場 主義 は:この伝統 なので あ ろ う』

.資 本主義経 済の導入に は豊富 な労働力が必要 であ り',自 由な労働 力の移動 が

前提で あ った。 この時代 には労働力 の確保 が難 しく,日 本 型経営 システム的な

要素 の芽 生え もこの ため の方策 で もあ った。

日本型経営 システムの成立 を第一次 世界大戦後 とみ る経済学者が 多い。 この

時 期 の労働 の最 大 の問題 は定着率 の低 さにあ った。 中馬(1994)は1923年 の

「労働調査 報 告」 が 「わ が国労働者 の最:大の欠点 は,何 とい って も同一工場 に

勤 務 している期 間の短い こ とで ある,之 が為我がエ業上 に蒙 りつつ あ る損 失 は

決 して少 な くない のであ る」 と指摘 してい る ことを紹介 してい る。20年 代前半

で は離 職率が70-80%台 で あ った ものが後 半 には50%台 へ,30年 代前 半 で は

40%台 へ と低 下 してい る と して,1920年 代 に離 職率が急速 に低下 した こ とを示

してい る。 この背 景 には,長 期 雇用を必要 とす る技術 革新 があ った とす る。 ま

た この傾 向は 同 じ1920年 代 の アメ リカでみ られた とす る。

中村(1983)は 第一次世界大戦後 の技術進歩 に伴 って,職 長 クラスの持 って

いた労働 条件 の管理機 能が会社 に移 って行 き,こ こで作業能率 を高 めるため に

規則 を制定 して画一的 な管理 を進 めた ことを注 目す る。 ここでは,賃 金は毎年

一定期 間 に行 われ る昇給選考 に よって決め られ,年 功序列賃金体 系が生 まれ た

とす る。先 に述べた,現 場 の親分の権限 を縮小 して行 く手段 の一つで もあ った。

中村(1971)や 尾高(1993)は,大 企業 における労働 の準固定的生産要素 と

な り,年 功序列賃金 制度 が成立す るのを この時期 の経 済変動 に求 め る。企業 の

合 理化政 策は熟練労働 力 を確保す るために,人 員整理 も勤続年数 の短い者 か ら
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順次羅 す る傾 向 にあ。た.そ して勲 績年数の長い者 を優遇す る ことにな る・

造船 業で始ま 。た終 身雇用制度 は この ときか ら広が りを見 せ る・ 購 に・辮

労働者 を終 身雇用 と して確保す るため に・そのバ ・フ ・「 としての 麟 工 下

請 けが拡 大す る。

_方 第一次世界 大戦後,労 働力 不足 の中,大 正デモ クラシー等 の影響で 争

議が多 くな り,・ れ に対応 して,工 員への賞与の給付 ・退職金制度 などが生 ま

れ てゆ く.、92・年 ごろには企業 内組合 が生 まれ,年 功序列賃 金制度 もこの ころ

に　 まれ るむ

この よ うに,'日 本型 経営 シ・テ ムの形成の背 景}・は,常 に熟練 工 の不 足が

あ 。た.欧 米 の解 撤 経 済の発達が 過 剰 な労働 力の供給 に よ・て行わ れて

きた ことと対 比的で あ る.イ ギ リ・にお・・て1よ・囲い込み運動か ら労働 力が供

給 され,ア メ リカで は膨大 な移民 によ ・て労働力が供給 され た・琳 な労働力

供給 脳 然 の ・とと して,市 場 への圧 力 とな り,低 賃金 にな るの はい うまで も

ない.。 れは市駅 の取引 を醗 化 させ る・ しか し・不足す る労働 力を獲得す

るには,何 らか の固定化す る条 件をオ ッフ ァーせ ざ るを えない。

実 際日 本経 済 に財閥が発達 し,資 本蟻 力徹 して行 くのは労働力 の供給

が+分 に行われ るよ うにな る第 一次世界大戦 に よるブー ・の後で あ る・労働 力

が順調 に供給 され るよ うにな和 ま過 剰 に昇給を確 約 した り・サー ビスを行 う

必要 はない.そ の後 の長期 にわ た る不況 は逆 に,市 場 的な緻 斉を発展 させ る こ

とにな る。.「女工 哀 史」 や 「貧乏物語 」は まさに,昭 和 の前半 か らで あ り,こ

こで は労働者 の失業 贈 通の こ とで あ り,ま さに市場の力が勝 ・ていたので あ

ろう。 この期間 は 日本資本主雛 済の発展期で もあ り,欧 米型 の資 本家が 台頭

す る.・従 。て冷 日,見 られ るよ うな 日本型経営 ・・テ・ と娯 な り・欧米型

の配当中心 の企業経営で あ ることは間違 いのない ところで ある・戦 前 の方 が酉己

当性 向は高 く淋 主の企業 経営 に対す る発言権 が強か った ことを意味 してい る・

日本の近代化 における 日本型経営 システムの形成 は欧米流の システ ムの導 入

と伝 統 的なシステ ムの縫 であ ・た。労働 力が 不足 す る中での・ この間の纏
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の智恵 の一つが 日本型経 営シ ステムの萌芽で あ った。 しか し,全 体 と してみれ

ば,む しろ非 日本的経営 システムで あ った と見 ること もで きよ う。む しろ,市

場 の要 素が 多 く,現 在 の欧米 に近 い面を多 く持 っていた。賃金格差,労 働 者 の

企 業間移動,高 い配 当率,資 本家 と しての経 営者 な ど多 くの側面 は今 日の 日本

型経 営 システ ムとは異 な る ものであ った。

IV戦 争遂行 による 日本 型経営 システ ムの形 成

それが今 日の よ うな形 に変化す るの に重要な役割 を果たすのが,戦 争 の遂行

のため の経済絶制で あ るこ とが指摘'され る。1937年 の 日中戦争 の勃発 は 日本 を

軍事優先 の経済 に移行 させた。 ただ,軍 事生産 を優先 し,戦 争遂 行を有利 にす

る と.いうだ けでは な く,当 時,一 つ の流 行であ った国家社会主義 体制へ の実験

的移行 であ った。 この経 済体制 の変革:は経済の全てに及ぶ ことにな り,ま た,

地 主,資 本家 とい った 旧勢力 に対 す る.攻撃であ った。 もっ と見方 を変 えれば,

明治維新 の精神 的復帰 で あ って,一 種の近代化 に対す る反革命で あ った。

ここでは,満 州 国建 設 に当 って,日 本 の官僚が 白紙 に絵 を書 く形 で社会 シス

テ ムを設計 した。彼 らの多 くが 日本 に戻 り統制経 済の中核 にな る。 これ らの官

僚 は統制経済 の中心 とな った企画院 の メンバー となった こ とも象徴的で あ る。

いわば抽 象的な社 会主義 的経済 システ ムを現実 に実験 し,満 州で の実験 を基礎

に 日本 に も導入す る こととな った。 この議論の代 表であ る岡崎 ・奥 野(1993)

は,日 本 的経営 の特徴で あ る終 身雇用 ・年功賃金 ・企業別組合の源流 を,こ の

総動員法(昭 和13年 法)に 伴 って整備 され た統制経済 の諸制度 に求 め る。統制

経 済におけ る社 会主義的政策が とられ た ことが 日本企業の経営 に独特 の形態 を

とらせた とす る。す なわ ち,日 本型経 営 システムは日本的 とい うよ り社会 主義

的な ので ある。

この満州 国建設 にお ける新国家観 が戦後 の経済 システムの源流で あ る とす る

考 えの先駆者 で あ るJohnson(1992)は,日 本 の経 済成長 を生 んだ 通 産省 の

行政 は その源流 を戦 前の 「経済参謀本部」 として機能 した軍需省 ・企画 院 に求
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め,そ れ を構成 した革新 官僚 と通 産官僚 との継 続性 を重視 す る。堺屋(1994)

もこの統制 時期 の制度が戦後 も制度 に大 きな影響 を与 え,日 本型経営 システム

の原型 を作 った とす る。

日中戦争 による経済 の軍事化 の流 れは,労 使 関係 の協調 を求 め る動 きを生 じ

る。 きっか け としては,軍 事費 の急 増に よるインフレー シ ョンが実質賃金率 の

低 下 に よ って労働 争 議 の拡 大が あ った。協調 会 とい う民 間団体 の斡旋 で,政

府 ・資本家 団体 ・労働組 合の代 表者か らなる時局対 策委員会が政府へ の答 申を

行 った1938年 の 「労使 関係調整方策」 は,従 業員 を資本家 と共 に,有 機体的 な

企業 を形成 す る構 成員で ある と位置づ ける。それか ら産業報 国会 とい う従業 員

全員参加 による組織が設立 された。労働者 の経営参加 の方策 が確 立 したので あ

る。 さらに,1939年 には 「従業 者雇入制 限令」,1940年 に 「従業者移 動阻止令 」

が発せ られ,労 働力 の固定化が 図られた。尾高(1993)は.戦 時期 には定額 賃

金 制度が導 入 され,1939年 には賃上 げを規制 された こ とを重視す る。 賃金が統

制 され ると共 に,配 当 も厳 しく統制 され た。1939年 以 降は配 当率 が一 割 を越 え

る ものにつ いて は大蔵省 の許可 が必要 とされた。

1938年 の総動員法が施行 されて経 済は総ズ統制 の下 に入 る。その もっとも典

型 的な改革 は食糧 管理制 度の導入で,1939年 「米 穀配給統制法」が公布,そ の

後1942年 「食糧 管理法」が制定 され る。経済産業の システムに於 て ラデ ィカル

な構想 は 「経 済新体制」であ った。

岡崎(1992)は その原 因を ヨー ロ ッパにおけ る第二次世界 大戦 の勃 発 に と も

な う価格 体系 の変革 であ った こ とを指摘す る。輸 入 インフレを排 除す るため に

1939年9月 ユ8日時 点の水準 に全 ての国内製品価格 を凍結 した。 しか し,輸 入価

格 は凍結 しよ うが ないので例 外 とされ る。 このた めに,国 内製 品価格 と輸入製

品価格 は相対価格 が変化 して製造業 の利潤が激減す る。 ここで,政 府 の生産増

強 と相対価格 の変化 は矛盾 を きたす ことになる。 ここで,経 済新体 制 は価格体

系 を変 更 して生産 を拡大す るか,そ れ とも利潤 を無視 して生 産の拡 大 を強制 す

るかの選択 とな ったが,後 者 が選択 された。 ここでは株主権 の制限 も検討 され
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たが適 法を改正するまでには至 らなカ・つたが,利 潤追求を傘業の 目標 としな

い,と いう不臓 な考 えが民間企業1・強要さ悩 こととなる・1943年 に制定さ

れた 「軍需会社法」では指定企業について1ま株主総会灘 を省略す るなど株主

権が 制限 され る.ま た,特 別待 遇 とな ・輝 罷 業 では株 主に一定 の配 当を保

障す る とともに,従 業員 に も利潤 の分配 を行わせた・一種の従 顯 管理企 業が

生 まれ る。企業が株主 のために配 当を行 な うのは 「お国」 のため にな らない と

、、う考 えが生 まれ て くる.米 倉(1993)は 「緻 噺 体制」 の遂行 のため に統 制

会組織 を導 入す る.こ れが,戦 後 牒 界 とな ・て 日本型経営 システムの特徴 で

あ る官 主導 の産業 政策 を生む ことになる。

総 動員体制で,金 融 は完全}・統 制下i・おか れ る・植 田(1993)は 軍 需産業 へ

の資 金配分 の為 の購 資金調 整法(1937年1去)に よ・て金融 は全面 的 に統制 さ

れ る.1938年}・ 起 債市場が再 開され るカ・,躰 銀行・臓 省・ 日本興業銀行 ・

企画 院澗 易保険局か らな る 「起債 計画協議会」が 設けられて全面的 な計 画化

を担 当 した.1939年 の 「会社利益 配 当及 び飴 融齢 」で は大蔵 大臣娯 業 銀

行 に対 して融資を命令す ることがで きた.1944年 に騨 融 資 指定金融機 関制

度 が導 入ざれた.さ らに,鞭 貯金の資金 による公 的金融の役割が拡大 す る・

このよ うに,政 府 が 中心 にな って資金 の流れ を統制す ることとな った。

この背景 には国債 発行 を容 易 にす るために金利 を統制 し,低 金利 に維持す る

必要が あ 。た.・ の徽 鍬 の統制1よ鞭 も引 き継 がれ濠 期金融 蘇 金融

にその特徴 を発揮す る。 そ して,規 制金利 の下,日 本企業は金融機 関 に よって

支 配 され 田 本経 済 は高度経済成長へ導かれ る・とになる・寺西(1993)M

日本型経 営 システ ムを支 えた メインバ ンク制 は戦時経 済の所産で あ る とす る。

す なわ ち,統 制的 な金融制度の 中で漸 纐 斉体 制 として冷 国金鰍 制 会が作

られ浜 岡融 資の事業が統制会 に樹1・ イ ・バ ンクの鯉 を作 ・た とす る・

榊 原.野 。(1977)も,轍 の金繍 ・疲 総 力戦 のための鵜 体 年ゆ 延 長で あ

るこ とを示 してい る。 ∫

戦争 の遂行 は 日本 人の メ ンタリテ ィーに大 きな影響 を与え るこ とにな る。そ



12(340)第154巻 第5号

れ まで 日本人 の多 くが農業や 自営業であ った のに対 して,軍 隊の階級 的 な生活

は組織的 な運営 方法 を修得 させ る。赤 紙で集 められ,世 俗 の階層 をい っさい無

視 した軍隊の一 家主義 は,戦 後の会社 主義 に転 じて行 く。

戦時中 の遺産 と して小池(1976)は,接 触効果 を見 る。戦前 は旧制高 校 一帝

国大学 を志願す る人 は非常 に小数であ ったが,そ れ を促進 したのが 国寡 総動員

法 による徴用 に よって多 くの人 々が大学卒 業者 と接触 す る機会 を得 ることにな

る。 これが戦後 の進学競争 を促 進 した とす る。

これ らの 日本型経営 システムの原型が この時期 に形 成 され た とす る考 えは確

か に説得力が あ る。 しか し,日 本型経 営 システムの本質が雇用制度 と言 うよ り

生 産 システムの違 い に注 目すれば,こ の時期 の統 制経 済 の内容 とは大 き く異 な

る。 また,当 時 に形成 された制度 と類 似性 の強い ものを拾い上 げた とす れば,

逆 に類似性の低 い もの も存 在す る。 また,戦 時 中統制 を行 った国は少 な くない。

それが他 の国 には ど うして今 日残 っていないか を説明 しなければ意味 のない こ

とになる。 また,類 似 す るシステムがあ った として も戦後の 日本経済 におい て

それが存続す るのに合 理的 な条件があ った こ とが極めて重要であ り,そ れ を説

明 しなければ,戦 時体 制が 日本型経 営 システムの源流であ る ことを説 明 した こ

とにはな らない。さ らに,当 時 の経 済統制が必ず しも成功 していない こと も考

えなければ な らない。

V戦 争直後改革の日本型経営

現在の 日本型経営 といわれ る ものが完成す るのは,戦 後で あ る。戦前 まで の

制度が今 日の 日本型経 営 システムの基礎 とみ るこ とは間違いが ないが,し か し,

戦 前 の経 営 は 日本型経 営 とい うよ り西欧の経営 に近い もので あ った。

戦後,大 きな役 割 を果た した のが終戦直後 日本 を占領 し,戦 前の政治経 済制

度 を根本か ら変 えて しまった アメ リカによる改革 で あった。わが国 を占領 した

アメ リカ軍の将校 にはニューデ ィー ラー と呼 ばれた いわゆ る進歩派 の グループ

の力が強 く,ア メ リカで実現で きなか った進歩的 な改革 を行 うこととな った。
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例 えば,こ の改革 で もっと も早 く行 なわれ たのが,労 働 関係 法 の改革で あ っ

た。1945年8月 の降伏 に対 して,労 働 関係 の法律 が改正 され た のは同年 の11月

で あ った。わずか3ヶ 月の短期 間に,日 本 の戦後 の労働政策 に関す る基本 法が

GHQの 力 によ って策定された。 これ は,GHQが 日本 の旧勢力 を過大評価 し,

旧勢力 を打倒す るため には労働 者 の力 を利用 しな ければな らな い ことを考 えて

いた ことによろ う。 この法律 の内容 は,近 代 的な労使関係 を規定 し,戦 前 の労

働 関係法 と比較 して,労 働者側 に有利 な もの とな った。 これ は新時代 の労 使関

係 と して,労 働 界 に平等主義 を強 く植 え付 け るこ とにな った。

また,企 業にお けるける混乱か ら労働 組合 自身が生産 を組織 す る,い わゆ る

生産管理 闘争 を行 うな ど過激 な様相 を示 す。昭和21年 か ら22年 にか けて労働者

が,事 業所 を管 理 し生 産す る労働 運動 に は170組 合,14万 人が参加 した。 玉城

(1976)は,こ の生 産管理 闘争 を 「客 観的 にみれ ば この生産 管 理闘争 は,労 働

者 の経 営参加 と労使 の協調 に よる経営再建 とい う当時の国民的要請 にこた える

労 働運動 の新 しい方 向 を生 み 出す 可能性 を秘 めていた。」 と評価 す る。す なわ

ち,企 業 を労働者が 管理す る とい う過激 な闘争で あ ったが,こ の結果 労働者

が企業 の存続 に責任 を持つ とい う労使協調 を生み だ した こ とにな る。

先 に述べ た様 に,も ともと明治以来,現 場 の管 理権は職長 にあ り,雇 用や給

与の支払 も彼 らの権限 であ った。 これが大企業の権限の集 中化 によ って剥奪 さ

れて きた もので あ り,そ の伝統か ら考 え ると,戦 後の労働運動 も会社(人 事部

や総務 部)と の権限 の争奪 であ った と見 て も不合理ではない。 アメ リカにおい

て も雇用権 は現場 の権 限で あ り,日 本の よ うに集 中的 な もので はない。 しか し,

アメ リカの場合,業 務 は極 めて階層的 に指示 され る。 日本型経営 システ ムの特

徴の一つで あ る現場 主義 は伝統で ある と共 に,労 使協調 と切 り放せ ない もので

ある。

先 に述べ た ように,戦 時 中には賃金が 定額 的で,引 き上 げを抑 制 されて いた・

しか し,戦 直後,生 産力が 低い こと もあ って生活 を行 うのが 困難な状 況にあ っ

た。 ここで,労 働 組合 は食 える賃金を要求 して争 議 とな るが,こ の調停 によ っ



14(342)第154巻 第5号

て新 たな賃 金体 系が形 成 されてい く。中村(1983)は この労働 運動 の中での電

産 闘争 に注 目す る。昭和21年 に行政 委員会 の行 った調 停 は 「電 産型 賃金」 で

あ った。 これ は戦 後の経 済力が崩壊 す る中で,生 活 を守 ることだ けを考 えた徹

底 した生活 の必要 に応 じた賃金体 系であ った。 そ して,こ の生 活費の算定が 年

齢 を基準 として行われ た。 これ は他 の産業へ も波及 し,戦 後の賃金体 系 の基礎

となった とす る。経済力 の回復 に伴 って,使 用者側 か らは能率給,職 務 給 の導

入が 目指 され るこ ととな るが,労 働組合 はこれ に反対す る。 この両者 の妥協 と

して,年 功 序列賃 金制度が形成 され た とす る。

また,中 村(1983)は 終身雇用制度 もこの時期,敗 戦の危機 を生 き延 び るた

めに企業内で 自然発生的 に起 こった ものであ る とす る。す なわ ち,大 量 の復 員

者 を企業は受 け入れ,全 員を雇用で きる仕事 を作 るこ とが経営 者 の使命 とな っ

た。 そ して,こ れ らが 「産業 の平和 」 を形成 し,高 度経 済成長 を生んで行 った

とす る。

さ らに,ア メリカの援助 に よって支 えられ ていた泥沼の 日本経 済の安定化 を

目指 したア メ リカ軍は,1949年 に ドッジ氏 を経 済顧 問 と して招聘 し,い わ ゆ る

ドッジ ・ラインが 始ま る。 ここで は厳 しいデ フ レ政策 を行 った ことか ら,多 く

の企業 は合理化 を迫 られ ることにな る。 ここで,大 量 の首切 りが起 こ り,雇 用

問題 は労働 紛争 を拡大 させ る。 ここで も労働運動 に激 しい闘争 主義 の流れが 生

じる。

また,労 働 組合 の結成 も異常で あ る。敗戦 の年で ある昭和20年 に,GHQの

命令 にタって労働組合法が成立 し,多 数 の労働組合が急 きょ結成 され た。 これ

は先 に述べ た よ うに,占 領政策 として,旧 勢力 の対抗勢力 としての労働組 合 の

結成 を行 った もので あ った。 ここで」GHQが 日本政府 に労働組合 を作 るよ う

に指 示 したのであ るか ら,産 業別組 合の伝統が なか った ところに産業 別や職能

別組 合 を作 るよ り,既 存 の組織で あ る企業 に乗 った企業内組合 の結成 が容易で

あ った。

GHQに よ って,急 遽作 られた労働組合 は,戦 時 中の大政翼賛会 の一部 とし
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て戦 争遂行の協 力 した こ との反省 と戦争 責任の追求か ら始 まった。 そ して,ア

メ リカ軍 を解放軍 とみて労働 者の力 による 日本の改 革 を目指す こ とにな る。 ア

メ リカは旧勢力へ の対 抗勢力 と考 えたのであ るが,当 時の労働組合 は共産主義

の影響 を強 く受 け,闘 争主義へ と展 開す る。反軍 国主義・共産 主義 の影響 はい

わゆ る平等 思想,そ して,革 命に よる日本改革 の考 えを強 く浸 透 させ る ことに

な り,闘 争 的 な労働運動が盛 んにな る。GHQは 当初,こ の力 を歓迎 し,旧 勢

力へ の対抗 として支援 した。 しか し,や がて血 の メーデー事件 を始め様 々な事

件を引 き起 こす にいた り,こ の様 な労働 組合運動 とGHQの 占領政策 は矛 盾 を

来す こととな り,GHQも 政治的 に労働 運動 にチェ ックをかけ る ことに なる。

この よ うな流 れ の中,ド ッジ ・ライ ンによ る政府 のデ フ レ策は各企 業 に"合

理化"を 余儀 な くさせ た。そ こで,労 働運動 もよ り先鋭的 な もの とな って行 く。

この様 な激 しい闘争 主義 の結果,経 営 者,労 働者 の両者 を疲れ させ る もの と

な った。労働者側 か らは闘争主義か らの脱落 と して第二組合 の設立が行われ る

ように な り,労 使協調 へ の流れ に変化 して行 く。労働組合 は経営 者 に雇用 の安

定注 活の保障を強 く黙 し,こ の混乱の収束過程で両者の妥協を実現 して行

く。 この過程で,雇 用 を第一 とす る戦後 の雇用慣行が確立 して行 く。

当時 の労働 者層 は,共 産主義的労働運動 におけ る労働者支配 とい う社会改革

に よって大 きな成 果 を得 るよ りも,生 産 に協力す ることで 分配 を確保す るこ と

に よる確実 な利益 を選択 したのであ る。 そ して,組 合 としての要 求が最低 限の

生活保障か ら始 ま った ことは,企 業別組 合 に適 合す る ものであ った。 また・ 同

時 に発注 した準 レソ トの企業 内での配分 には企業内組 合が適切で あ った。 この

選 択が,労 働 者に とって も有利 であ った ことは,歴 史の示す ところで あ る。

ここで,伊 藤(1988)は 戦後の闘争的な労働運動 の代表例 として 日産 闘争 と

三池闘争 を取 り上 げ,こ こで,前 者 が引 きだ した労使協調路線 を 日本 型経営 シ

ステムの基礎 と考 える。そ して,後 者 はそれ に対 抗 した階級 闘争 と して の労働

運動の最:後の悲劇的な事件 としてとらえ,階 級闘争から労使協調への移行の象

徴 で あ った。
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内野(1988)も,日 本型経営 システムが定着す るの は1950年 ごろで あ ると し

て,労 働 争議 をへ て運命共 同体が生 まれ,高 度経済成 長が年 功序 列制度 の下 で

長期雇 用を可能 に した とす る。

GHQの 経 済改 革の も う一つの柱 は,旧 財 閥を直接 解体 す る もので あ った。

この財閥解体 に よ り,日 本経済 の中心 的存在で あ った三井 ・三菱 とい った財 閥

は解体 され,そ の株式 は市場 を通 じて売却 され た。 ここで,資 本家のい ない,

も しくは,少 な くとも資本家の見 えない奇妙な資本主義国が生 まれ るこ とにな

る。玉城q976)は 所 有の集 中 を排 除す ることに よって 「経営 者革命」 が生 ま

れた とす る。 また,独 占禁止法が制定 され,財 閥の復活 に歯止 め をか ける,財

閥が株式 を再 度取 得す る ことは禁止 され,ま た,力 もなか った。 このため に,

講和 後 は企業 間で の連 携 を強め るために株式 の持 ち合いへの強 い誘因 とな る。

財 閥解体 は資本 と所有 の分離 を促進 し,今 日の 日本 型経営 システムの基礎 に

な って い る ことは い うまで もない。Aoki(1988)は 日本 型経営 のた め には①

経営者 は典型 的な資本家 による支 配 を支 えてい る制 度的環境か ら自由なだ けで

な く,イ デ オ ロギーか ら も自由で な けれ ばな らない,② 賃 金,従 業員福 祉 に関

連 のあ る経営 政策 の選 択 にお いて相互の利益 になるよ うに団体交 渉の制度的枠

組みが発展 してい なければな らない,③ 経営者が株 主の株価最大化 の圧力 か ら

あ る程度保護 され る必要が あ る,と い う条件 が必要 であ り,こ れ を推進 した の

は財 閥解体 であ った とす る。

そ して,旧 経営者層 のパー ジが新 しい体制 を作 るの に大 きな役割 をはた した
。

この結 果,経 営者 は過去 の株 主か ら指名 された経 営陣 は戦 争 責任 と して全 て

パー ジにあい,そ れ よ り下級 の若 い管理者が上級経営者 に急遽,昇 進 させ られ

る。すなわ ち,比 較 的若い大学卒 の中堅管理 者が企業経営者 とな って戦後の企

業経 営に当た る ことになる。彼 らは三等 重役 な どと呼ばれ戦前の経 営者 とは意

識 として も立場 として も大 き く異 なった ものであ った。財 閥解 体 とあ いま って
,

あ とで述べ るよ うに,資 本家のエー ジェ ン トで もな く,確 固 と した経営 者団 と

い う官僚組織 の一員で もない当時 と して は地位 の不安定な経 営者で あ
った。 こ
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の ことが逆 に,経 営政策 につ いて大 きな フ リー ・ハ ン ドを持たせ るに至 った。

両者 の関係 は,や が て労使協調 とい う,ゲ ー ム理論でい う協調 ゲー ムに移 行す

る,

また,戦 後 の社 会主義に対す る強い憧れ は若い経営者,幹 部候補生 に も影響

を与 えた。学界,言 論 界は マルクス主義一色 にな り,彼 らの影響 を受 けた若者

は労使 とも資本主義的経営か らの脱却 を試み ていた。 当時 の理想主 義 的な動 き

は,そ れ 自身が当 を得 てい たわけで はないが,彼 らの理想 を実現す べ く行わ れ

た努 力 は改革 を生む こ とにな る。 また,日 本の知識人に潜…在 的に根 強 くあ る伝

統的 な共 同体主義 は現 実の もの とな って 日本型経営 システ ムを導い て行 くこ と

にな る。 中村(1976>は,当 時の経営 者の間 に も 「企業経営の民主化 」が一つ

のス ロー ガンにな ってお り,例 えば戦後 の経済の ビジ ョンを示す経済 同友会 の

試案 も大塚 久雄 氏 の論文 を基礎 としてい た ことを指摘す る。

同時 に,戦 後の経済混乱か ら収束 す るために,政 府 は戦 中の統制経 済 シス テ

ムを活用 して,さ まざまな直接 的な政府 の コ ン トロールの下に入 って いた もの

を自由主義経済 の形 に置 き直 して行 った。 ことに,官 主導の経 済運 営 とい う極

めて不思議 な混 合経済体 制 となる。 これ は市場原理 を強制す る もので あ ったが,

経 済 システ ムを市場 中心で はな く,む しろ官民協調 による成長翼賛体 制 を作 り

あげ た。

この様 な労使協調 と資 本家のいない特 殊な資本主義 は,そ れ まで とは大 き く.

異 な った経済行動 を とらせ ることになる。経営者 は労働者 を含めた企業構 成員

か ら選 出され る内部昇進制度が確立 し,経 営者 は利潤極 大化で はな く,企 業 の

成長 率極大化 を狙 うこ とになる。 そ こで,小 田切(1992)に 示す ように,成 長

を志 向す るMarris(1964)の 経営 者資 本主義 を実現す る。西 山(1981)は,

戦前 の 日本経済 は資本 主義経 済であ ったが,戦 後 は資本主 義でな くな った と極

端 な議 論を行 うが 言い えて妙 であ る。
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VI高 度経済成長期の日本的経営の確立

そ して,こ の 日本型経営 システ ムが確 立す るのは高度経済成 長期で あ った。

年功序 列賃金 は,吉 田(1986)が 示 す ように企業成 長率 が高い ときに労働 者 に

大 きな利益 を もた らす ことにな る。 すなわち,日 本型経営 システムは高度経済

成長 によって労働 者に利益 を生み出 し,日 本型経営 システ ムは 日本経 済の高度

経済成 長の原因で もあ り結果 で もあ った。 日本型経 営 システムの 中心 であ る終

身雇用 制度 も基本 的には 「解 雇 しなか った」 のではな く,高 度 経済成長 のた め

に 「解 雇す る必要 がなか った」 ので あろ う。

あ らか じめ規定 され た経 済制 度で はな く,単 なる結果 にす ぎなか ったのか も

知れ ない。不況が 短期 間で あればなに もいや な思いを して解雇す る必要 はない。

また,次 の好況で 人手 を集 め るのに苦労 す ることも回避 したい。 しか し,不 況

が長期 化す るので あれ ば仕事 がないのに雇 っておれぼ企業 は倒 産 して しま う。

Aoki(1988)の 指摘す る株主 か らの 自由は,高 度経 済成長 期 に企 業 グ ルー

プが形 成され る ことによ って も達成 された。特 に,昭 和40年 代 か ら企業 グルー

プの形 成が急速 に進展す る。その ときの動機 は株 主か らの 自由を得 るためで は

なか った。その様 な 目的のために株 式の持ち合いを行 うことに既存 の株主 が賛

成す るはずが ない。結 局,OECDに 加 盟 し,資 本の 自由化 コー ドを受 け入れ

た ことが,外 国資 本 に乗 っ取 られ る とい う危機感を生 んだ ことに よっていた。

事 実,昭 和40年 代の株式 の持ち合いの進展後,株 式の利 回 りは急速 に低 下 し,

配当での報酬 はほ とん ど金融資産 としての意味 をな さない状況 とな った。財 閥

解体 と独 占禁止法 のため に戦前の よ うな産業 グノレー プの復活 とは な らなか った

が,そ れ に代わ って産業 を組織 したのが銀行で あ った。銀行 はまさに庶 民の資

金を集め,産 業資 金 と して活用す る仲介機能 を発揮す る。いわゆ る間接 金融優

位 の金融組織 を形 成す るにいた る。 ここで,金 融機関の事業会社 の株式 保有が

拡大 し,こ の株式 保有が メイ ンバ ンク制度 を担保す る。他 人資本へ の依存強化

は銀行 に とって利 益であ るが,資 本家 に とっては利益 とな らない 、 ここで,金
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融機 関は配当を抑 制す るこ とで両者 の矛盾 は解決 され る。 メインバ ンク制度 と

い う独特 の制度が 日本型経 営 システムに重要 な役割 を果 た したの は間違 いのな

い ところであ る。

日本 型経営 システ ムが その有効性 を発揮す るのが,石 油危機以 降の大 きな経

済 シ ョックに柔軟 に対応 したこ とで あ った。 これ は 日本型経営 シ ステムを一躍,

ス ターに持 ち上げた。 これ は,終 身雇用や年功序列 とい った雇用慣行 で はな く,

吉 田(1995)に 示 され るよ うに,情 報 の共有化 を背景 とす る協調 的生 産 システ

ムが その特徴 を発揮 して のであ る。

日本 型経営 システムの特 徴 も,近 年大 きく変化 して きてい る。年功序 列賃金

は,そ の ピー クの年 齢が徐 々に低 下 してお り,一 方で は年俸 制度 の導 入 も始

ま ってい る。 また,転 職率 も急速 に上昇 して きてい る。 さらに,中 途採 用者が

増加 し,ま た,処 遇 も改善 されて きて いる。雇用 も入材派遣会社か らの派遣や

契約社 員な どこれ まで にみ られ なか った雇用が拡大 してい る。雇用機会均等 法

に よって職種が 明示 的 に導 入され,一 括 採用,建 前平等 雇用 は大 きな変化 と

な ってい る。 む しろ,こ の法 によって,企 業の上級職員,管 理職へ の道 は低 学

歴被雇用 者には可能性が な くな った。 さ らに,バ ブル崩壊 によって生 じた長期

の不 況 は 日本型 経 営 シ ステ ムの維 持 を困難 に し始 めて お り,吉 田(1993)

(1995)の 示す よ うにr本 型経営 システム も大 きな転換期 を迎えてい る。

VII日 本 型経営 システムの史的理解

一般 に
,日 本型経営 システムを 日本の江戸時代か らの伝統的要素 と して理解

す る議 論が有力であ る。 これは 日本 型経営 システ ムを 日本 人の国民性や 歴 史性

によって説明 を試み ることによ ってい る。 多 くの議論 はそれ 自身は間違 いで な

いであ ろ うが,同 じ様 で,異 な るのが歴史的検討 であ る。 どのよ うな.システム

の要素 も必ず時代 の中に何かはあ る ものであ り,似 た ところを探せ ば必 ず見つ

か るものであ る。 しか し,違 うところ も少な くないのは当然で あ る。似 てい る

か似 ていないか はあ ま り重要な もので はない。問題は現在 の システムの理解 に
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どこまで助 け となるかであ る。

今 日の 日本型経営 システムの形成 はむ しろ戦後の もの と考 え るべ きで あ ろ う。

す なわ ち,過 去 に も似 たよ うな要素 は多 くあ ったが,現 在,日 本型経営 シ ステ

ム と一般 に理解 されてい る特徴 を有す経済制度 として確立 され たの は戦後,し

か も40年 代以降であ った と理解す べ きで あろ う。す なわ ち.日 本型経営 システ

ムは明治以 降の 日本の近代化過 程の中で,日 本的 な ものか ら欧米的 な もの移行

して きた結果で はな く,さ まざまな模索 を通 じて進化論 的 に形成 され て きた と

理解 す る ことが適当 と考 え る。

す なわ ち,重 要 な ことは 「日本型経営 システム」が 日本 の伝 統で もなけれ ば.

日本文化 なので もない ことで ある。江戸時代 の経 営方式 には現 在の もの との共

通点 は少 な くないが,異 な ってい る点 も多い。む しろ,今 日抱 えてい る様 々な

問題 を解 決す るための ヒン トも少 な くない。 日本が近代化 の過程で獲得 して き

た こ とは,何 かを失 って きた ことを意 味 してお り,日 本流 の欧米化が現在 につ

なが ってい る。そ して,そ れ も現 在の もの と同 じで ない。結 局,制 度や システ

ム とい う ものは変わ る ものであ り,多 くの苦悩 の中で,で きる ことと望 ま しい

ことの問の調整 を行 ってきた ことによる。明治維 新 による欧米文明 の怒 涛 の よ

うな流入や戦争遂行 のための大変革,外 国の 占領 による基 本的な変 更 は,他 の

時代 よ りもそれぞれ大 きな意味 を持つ ことは間違いが ない 。 しか し,こ れ もま

た,歴 史 の一 コマで あ り,日 本型経営 システムを形成す るまで の進 化論的 な過

程にす ぎない。我 々は歴史か ら学ぶ ことは現在 のシ ステ ムが固定的 な もので な

い こ とで あ る。 それ はまた,近 代 的な経 済 システムは欧米経 済 を手本 とす る市

場経 済で なけれ ぼな らないわ けで はない こととも等 しい。 また,各 国で歴 史的

な過 程が異 な る こ とは,異 な った システ ムが形 成 され る。 経 済 シス テム は,

ヨー ロ ッパ とアメ リカでは違 う し,ヨ ー ロ ッパで も各国で少 しずつ異 な る。各

国の経済 は独 自の方法 によって経 済を営 んで い る。 もち ろん,わ が 国 は基本 的

}ごは市場経 済で あ るが,市 場機構 以外 の さまざ まな要素が組み込 まれ た経営 が,

日本型経営 システ ムと言え る。
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制度 は様 々な時代 の矛盾 を解 決す るた めに人 々が努力 し,そ の ときの共通 す

る倫 理 観.価 値 観 を制度 と して取 り組 む ための エボ リュー シ ョナル な発展 に

よって形成 され る ものである。 したが って,歴 史的研 究 はそれ が 日本 型経 営 シ

ス テムの形成の重要点で あるとい う指摘 をい くら行 っ準 ところで それ は一つ の

要素 にす ぎない。 もちろん,制 度が形成 され て行 くの に対 して各時代 の時代 背

景 の重要度 には違いがあ り,そ れ を比較考察す ることは システ ムを理解す る重

要 な手段 とな る。

しか し,そ れ を指摘 してみ た ところで現在 の 日本型経営 システ ム,全 て を理

解 で きるの もので はない。歴 史的研 究は理解 を促進す る一つの ヒン トを与 える

にす ぎない・ 日本型経 営 システムの要素 には,江 戸 時代 に形成 された要 素 もあ

り,明 冶以降第二時世界大戦敗 戦 まで に形成 された もの もあ り,敗 戦か ら高 度

経済 成長の間に形成 された もの もあ る。 どれが相対 的に重要か,ど れ が 日本型

経営 システムの源 流か とい って議 論 して も意味 のない こ とであ る。過去 はすべ

て現在 の源流で あ る。問題 はそれ が生成 され る過程 を研究す るこ とで,現 在 を

よ り深 く理解す るための助力 とす る事で しかす ぎない。

そ の意味で,今 日の 日本型経営 システムは今 日の ものであ り,こ れ まで のエ

ボ リューシ ョンの結果であ る。次の時代 に成立す る日本 型経営 シ ステ ムは,現

在 の矛盾 を解 決 しよ うと して これ か ら行われ る改革 の集 大成 とな る。North.

(1989)が 指摘 す るよ うに,「 経 済史は……現 在の政治一 経済 システムの成果 を

説 明す るための状 況進化 の枠組 み を提 供す べ きなので あ る」。す なわ ち,日 本

型経 営 システムが どの ような過程 をへて進化 して きたか を追求す るこ とことに

意味 があろ う。

この ように,歴 史的 な検討 はそれ な りの意味があ るが,日 本 的経 営 の起源 を

い くら探 った ところで
,日 本型経 営 システムを理解す ることにはな らない。特

に,日 本入の国民性 へ帰着 させ る議論 は意味 のない ことである。 日本経済 の シ

ステ ムを解明す るため には,日 本的 システムを分析 で きる道具建 てを踏 まえた

ンステム論によ るアプローチが必 要 になる。
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